
二国間クレジット制度を利用した代替フロンの回収・破壊プロジェクト補助事業実施計画書
	国名及び事業名
	和文名：

英文名：

	代表事業者名
	和文名：

英文名：

	代表事業者

の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	
	氏名（窓口）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	共同事業者名①
	

	共同事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	共同事業者名②
	

	共同事業者

の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	　
	
	

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	事業の主たる実施場所（住所）
	

	過去の調査、補助事業の受託
	

	他団体の調査等

への応募
	

	＜１．事業の目的・概要・経緯＞

	（１）事業目的
（２）事業概要

（３）事業経緯（事業の成り立ち、背景等）



	＜２．事業者の概要＞


１）過去・将来に
	　　　



























































































































おける脱炭素化に向けての取組：

２）類似事業の実績：
３）JCM関連業務の実績：
（３）共同事業者の概要

１）設立年月：
２）事業内容：
３）従業員数：
４）直近3期分の経理状況　（単位：現地通貨はXX、換算円価は百万円、%、倍）
貸借対照表
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自己資本比率
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年

年

年

損益計算書・キャッシュフロー計算書

売上高

当期純利益

営業利益成長率

有利子負債営業キャッシュフロー倍率

年

年

年

５）日本企業の現地法人に該当するか：


	＜３．事業計画＞

	（１）事業実施サイトの土地確保の状況及び予定
（２）事業実施の前提となる許認可取得と関連契約等の状況及び予定
（３）プロジェクト実施に係る政府・自治体との調整
（４）補助事業の実施体制と役割分担
（５）国際コンソーシアム協定の締結状況
（６）モニタリングの実施体制
（７）事業に対する代表事業者および共同事業者の意思決定状況


	＜４．資金計画＞

	（１）資金計画
　


	＜５．事業の性格＞

	（１）事業実施にあたり想定されるリスクとその対処方法
（２）事業の公益性
（３）環境・社会経済への影響
（４）持続可能な開発やSDGsへの貢献（ジェンダー・ガイドラインについても参照の上、記載すること）
（５）人権デュー・ディリジェンスの対応等（「「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）」（令和2 年 10 月 ビ ジネスと人権に関する行動計画に係る関係府省庁連絡会議策定）を確認の上、対応を講じた場合、下記をチェックすること。

　　　□「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）」を踏まえ、本事業の実施において、人権デュー・ディリジェンスのプロセスを導入すること、サプライチェーンにおけるものを含むステークホルダーとの対話を行うこと 等の適切な対応を講じている  ＜参照リンク＞ ・「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）」： https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100104121.pdf


	＜６．導入技術・設備＞

	（１）導入技術及び設備の概要　
（２）モニタリング手法
（３）ＧＨＧ排出削減の仕組み
（４）パートナー国における政策との合致度
（５）JCMパートナー国における導入技術の普及状況及び波及効果（活用・展開の見通し）


	＜７．補助対象経費に含まれる設備・機器、工事などの調達＞

	（１）調達先
設備１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]

設備２：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]

工事１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]
（２）調達経費の妥当性


	＜８．事業の効果＞

	（1） 温室効果ガス（ＧＨＧ）の排出削減総量　　
（２）ＧＨＧの排出削減総量に係る費用対効果

　　
設備導入する事業の場合
法定耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号））を適用。
附則別表

種類

細目

耐用年数

別表〇

〇年


	＜９．方法論＞

	

	＜１０．事業実施スケジュール＞

	


注　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する

